第17回中小商工業全国交流・研究集会

住民・中小業者主体で持続可能な地域社会の構築を

－グローバル化新時代の課題－　

ＨＰ・メールニュース<№1>
2011年７月19日
連日のご奮闘、ご苦労様です。東日本大震災からの復興・原発ゼロや原水爆禁止世界大会にむけての行動など、暑いなか要求実現と組織建設にご奮闘のことと思います。

　第1７回商工交流会の申込がはじまりました。これから新しい情報や魅力をHP・メールニュースでお届けします。申込や報告をお待ちしています☆よろしくお願いします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☆コンテンツ☆
・特別報告は竹石研二さん
・パネルＡ「だれのための復興かを問う」

・マスコミ後援は７社に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
◇全体会【特別報告】

「映画は文化であり、人々の生活には欠かせないものです。その文化を通して、まちづくりに貢献したい」
竹石研二（深谷シネマ　支配人／ＮＰＯ法人市民シアター・エフ理事長）

　竹石さんは、「映画を通じた憩いの場をつくり、街の賑わいを取り戻したい」と活動を続ける酒蔵の映画館・深谷シネマの代表です。映画の夢を捨てきれず、５０歳を機に自主退職し、「県北にミニシアターを！市民の会」を設立。２０００年、「ＮＰＯ法人市民シアター・エフ」を設立
　
◇パネルＡ「だれのための復興かー東日本大震災ビジョンを問う」

６月20日、復興基本法が成立し、25火には政府の復興構想会議が「復興への提言」を答申しました。岩手、宮城、福島の被災3県でもそれぞれの復興計画案が示されました。復興ビジョンは地域で生活し、生き、働き、営業している人々の要望を基礎に、持続可能な災害に強い地域づくりをどうすすめるかの方向性を示すものでなくてはなりません。パネル討論では、「誰のための復興か」という視点で復興ビジョンを検討し、「地域の資源と文化を生かした」復興の道を探ります。

3人のパネラーの一人、綱島不二雄氏は、東日本復旧・復興みやぎ県民センター代表で、県民の立場からの対案を示す運動をすすめています。村井知事の「水産業復興特区」構想の問題点を明らかにし、漁業復興への具体的提案も示している漁業権問題に詳しい専門家です。
藤信さんは日本共産党の岩手県会議員ですが、救援・復興岩手県民会議の常任世話人です。「安全の確保」「暮らしの再建」「なりわいの再生」の3原則を掲げ地域資源を活かし循環型社会づくりをめざす復興に尽力しており、地方政治の現場からの報告が期待されます。
鈴木浩・福島大名誉教授は、「福島県復興ビジョンへの提言」を座長としてとりまとめた県の復興ビジョン検討委員です。同提言では、「原子力への依存から脱却」を明確にし、福島県は、「真に持続可能な社会モデルを国内はもとより世界に発信していくような先進地域」として展望を開く必要があると述べます。

コーディネターは吉田敬一・駒沢大学教授が努めます。

〈自治体・マスコミ等後援団体〉7月19日現在
さいたま市・財団法人埼玉県産業振興公社。毎日新聞さいたま支局、埼玉新聞社、読売新聞東京本社、産経新聞さいたま総局、東京新聞さいたま支局、朝日新聞さいたま総局、日本経済新聞社さいたま支局、
**********《参加申し込みについて》****************
１、日時・開催場所　
第１日：９月17日（土）　12：30～

【全体会】問題提起・特別報告　基調講演：吉田敬一（駒澤大学教授）
【パネルディスカッション】　15：00~18：00
　　　Ａ「だれのための復興か―東日本大震災ビジョンを問う」

　　　Ｂ「脱原発、自然エネルギーで地域の再生へ―中小業者の役割発揮を」

　　　Ｃ「ＴＰＰと中小業者」

【参加者交流会】18：30～（ワシントンホテル）　参加費：５千円

第２日：９月18日（日）　9：00~15：00

１４分科会と移動分科会〔会場：埼玉会館　他〕

２、参加費　　２日間：10,000円、学生・院生3,000円
問合せ・参加申込は民商・全商連まで

参加申込用紙・リーフレットをお送りします。参加費を添えて8月25日（木）までに実行委員会に申し込んでください。
全商連☎03-3987-4391／宿泊希望は、センターツーリスト☎06-6354-9131
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